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岡山県青少年教育センター閑谷学校指定管理者募集要項 

 

１  施設の概要 

  （１）名      称  岡山県青少年教育センター閑谷学校（以下「センター」という。） 

 （２）所  在  地   備前市閑谷７８４番地 

 （３）設 置 年  昭和４０年４月（平成３年改築） 

 （４）設 置 目 的       特別史跡「旧閑谷学校」の環境と伝統を保護・活用するとともに、 

           集団生活を通して心身ともに健全な青少年の育成を図る。  

 （５）施設の規模  

   ア 敷地面積  ５７，８７９．０７㎡ 

        （うち、備前市からの借用面積２７，７７９．００㎡） 

      イ 延床面積 ５，８３０．１９㎡ 

   ウ 施  設   

           本 館（鉄筋コンクリート３階建） 

      ◇研修施設  

       ・研修室（５室）  ・プレイホール（18ｍ×23ｍ）  

       ・視聴覚室（１室） ・会議室（１室） 

      ◇宿泊施設 ※宿泊定員３２０名 

       ・宿泊室（１７室） ・指導者室（６室）  

       ・講師室（１室）  ・バリアフリー対応室（１室） 

      ◇管理施設 

       ・事務室（１室）・保健室（１室） 

・宿直室（１室）・食堂（１室） 等 

      ◇最近の施設等整備状況 

       ・屋内消火ポンプ取替工事          令和４年度 

       ・受電設備改修工事             令和５年度 

       ・照明設備（LED化）改修工事（本館１～２階）   令和６年度 

       ・防犯カメラ設置工事            令和６年度 

       その他の施設等 

・駐車場（１００台） ・野外活動施設（ブラインドツアーコース等）  

        ・キャンプ場（定員３２０名（増設可）） 

        ・ロッジ １棟 ６２７㎡ 

 （６）主な研修内容                       

  ア めぐまれた自然環境の中、特別史跡旧閑谷学校の文化財等を活用した研修を

通して、郷土への親しみと理解を深め、自然や文化財の大切さを認識するとと

もに、保護保存の意欲を養う。（講堂学習、史跡・資料館見学等） 

イ  閑静な自然環境の中で、素朴な野外生活を体験し、自然に親しむとともに、

創意工夫の意欲を高め、実践力を培う。（オリエンテーリング、野外炊事、テ
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ント設営等） 

 （７）利用状況等 

    【別紙１】参照 

 

２  指定管理者が行う管理の基準    

   指定管理者が行うセンターの管理の基準は、岡山県青少年教育センター閑谷学校

条例（昭和４０年岡山県条例第２６号。以下「条例」という。）、岡山県青少年教

育センター閑谷学校条例施行規則（昭和４０年岡山県教育委員会規則第６号）、指

定管理者の指定の申請等に関する規則（平成１７年岡山県教育委員会規則第２３号）

及び別に示す岡山県青少年教育センター閑谷学校指定管理者業務仕様書（以下「業

務仕様書」という。）に規定するとおりとします。 

 

３  指定管理者が行う業務の範囲 

  （１）条例第２条に規定する業務（史跡等に係るものを除く。）の実施に関すること。 

 （２）条例第６条第１項第１号に掲げる行為及び同項第３号から第５号までに掲げる

行為（特別史跡旧閑谷学校の区域内に係るものを除く。）に規定する行為の許

可に関すること。 

 （３）施設及び設備の維持管理に関すること。 

 （４）文化財保護及び活用業務に関すること。 

 （５）利用者アンケート調査の実施 

 （６）岡山県エコ・オフィス・プランに沿った環境負担軽減の取り組みを講じること。 

 （７）その他センターの運営に関すること。 

    ※具体的な業務については、業務仕様書を参照してください。 

     また、清掃や警備といった個々の具体的な業務を第三者に委託することは差

し支えありませんが、全ての業務を一括して更に第三者へ委託することはできま

せん。 

 

４  指定管理者の指定の期間 

 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間 ） 

 

５  指定管理料及び利用料金に関する事項 

  （１）指定管理料 

ア 施設の管理運営に要する経費に充てるため、県は、指定管理者に対し、指定

期間中に指定管理料を支払います。 

今回公募する期間（５年間）における指定管理料の限度額は、４４３，８６５

千円であり、当該税相当額は、消費税法及び地方税法の規定により、当該限度額

及び年額の１１０分の１０に相当する額です。 
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※各年度の年額 

令和８年度及び11年度  88,993千円（建築物法定点検実施年度） 

令和９年度及び12年度  88,608千円 

令和10年度       88,663千円（第一種特定製品点検実施年度） 

ただし、条例第１０条に定める利用料金の基準額の見直しにより、募集期間

中に利用料金の基準額を改定する場合があります。この場合、上記の指定管理

料の限度額が変更になることがあります。 

なお、施設の管理運営に係る収支計画において、上記の限度額を超える指定

管理料収入見込額で申請した場合は失格とします。   

イ 指定管理料の額は、県が提示する指定管理料を上限として、指定管理者が応

募に当たり提示した金額の範囲内で、県と指定管理者が締結する協定（以下「包

括協定」という。）において定めるものとします。ただし、包括協定の締結後

に消費税率等に変更があった場合においては、アの指定管理料の限度額及び指

定管理者が応募に当たり提示した金額にかかわらず、変更後の消費税率等を勘

案して、指定管理料の額を改定するものとします。 

また、賃金及び物価に関する指標の変動を指定管理料に毎年度反映（賃金・

物価スライド）させることとし、その旨を包括協定書において規定します。（詳

細は別紙２） 

※賃金・物価スライドの内容や包括協定書の標準例については、指定管理者

制度運用手引き（令和７年４月改訂版）を参照（岡山県ホームページ） 

ウ 指定期間中の各年度の指定管理料の額は、業務内容の変動などを踏まえ、毎

年度、年度協定を締結して定めるものとします。 

なお、指定期間中に利用料金基準額の見直しを行うことがあります。利用料

金基準額が改定された場合、改定内容を踏まえ、指定管理料の額を定めるもの

とします。 

エ 指定管理料を充てる施設の管理運営に要する経費は、次のとおりとします。 

      ・人件費（センターの管理運営に必要な人員に係る人件費） 

      ・維持管理費（施設、備品の維持・保守・軽微な修繕等に要する経費等） 

      ・運営費（センターの運営に必要な経費）      

オ 指定管理者が管理運営の業務を実施するため、指定管理料により自らが取得

した物品のうち、施設の運営にとって特に重要な物品等の帰属先などの取扱い

については、別途協議のうえ、協定書において定めるものとします。 

カ 指定管理料は、原則として、精算行為は行わないものとします。 

キ 指定管理者の経営努力により生じた剰余金については、原則として指定管理

者の利益とします。 

ク 指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに支払う

ものとします。支払の時期・方法については、別途協定書において定めるもの

とします。 
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  （２）利用料金 

ア センターは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項

の規定による利用料金制を採用しますので、指定管理者は、施設の利用者が支

払う利用料金を自らの収入として収受し、施設の管理運営に要する経費に充て

るものとします。 

イ 利用料金の額は、条例第１０条第２項の規定により、指定管理者が県の承認

を受けて設定するものとします。 

ウ 指定管理者は、県が示す基準によるもののほか、公益上特に必要と認める      

とき、その他特別の利用があると認めるときは、県の承認を受けて利用料金を

減免することができます。 

エ 条例第１０条に規定する利用料金基準額は、指定期間中に改定する場合があ

ります。改定した場合の利用料金の額の再設定等必要となる事項については、

別途年度協定書で定めることとします。 

  （３）その他の収入 

     指定管理者が、管理運営業務を実施することに伴って発生する行政財産使用

料は、県の収入とします。 

 （４）その他  

     施設の管理運営業務に係る会計は、法人等の他の事業の会計とは区分して経

理してください。 

 

６  応募資格 

 （１）応募資格 

        応募資格は、次のとおりとします。 

      ア 岡山県内に本店、支店又はこれに準ずる事務所を置く、又は置こうとする法

人その他の団体（以下「法人等」という。）であること。 

   イ 法人等又はその代表者が、次のいずれにも該当しないこと。 

        ① 法律行為を行う能力を有しない者 

    ② 破産者で復権を得ない者 

    ③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同

項を準用する場合を含む。）の規定により岡山県における一般競争入札等

の参加を制限されている者 

    ④ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定に

よる指定の取消しを受けたことがある者 

    ⑤ 岡山県における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げ

た者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合し

た者 

    ⑥ 岡山県税（岡山県に納税義務がない者にあっては、本店又は主たる事務所

所在地の都道府県税）並びに消費税及び地方消費税に未納がある者 

   ウ 法人等の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役その他これらに準ずる
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者を含む。）が、次のいずれにも該当しないこと。 

①  暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号）第

２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者 

②  暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）又は暴力団員等の統制下にある者 

③  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

 （２）複数の法人等での共同応募 

    複数の法人等がグループを構成して応募する場合は、次の事項に留意してくださ

い。 

   ア グループの適切な名称を設定し、代表となる法人等を選定の上、指定申請の

際にグループを構成したことを証する書面を提出すること。 

     この場合、代表となる法人等は、当該グループにおける責任割合が最大であ

ることを要件とする。 

   イ 当該グループの全構成員が、上記（１）の応募資格を有する必要があること。 

   ウ 当該グループの構成員は、別のグループの構成員となり、又は単独で、この

募集要項により指定管理者の指定を申請することはできないこと。 

   エ 応募に関する事務は、全て代表となる法人等の代表者を通じて行うこと。 

また、県が当該代表者に対して行った行為は、当該グループの全構成員に対

して行ったものとみなすこと。 

 

７  指定の申請の方法 

 （１）募集要項の配布 

   ア 配布期間 

      令和７年８月１５日（金）から令和７年１０月１４日（火）まで（休日（岡

山県の休日を定める条例（平成元年岡山県条例第２号）第１条第１項に規定

する休日をいう。以下同じ。）を除く。）の午前９時から正午まで及び午後

１時から午後５時まで。 

   イ 配布場所 

      事務担当窓口＜14頁参照＞ 

   ウ 配布方法 

配布期間内に直接受け取ってください。また、岡山県教育庁生涯学習課の

ホームページからダウンロードすることもできます。 

        （アドレス：https://www.pref.okayama.jp/soshiki/149/ ） 

 （２）現地説明会 

   ア 日時及び場所 

      日時：令和７年８月２９日（金）午後２時から 

      場所：備前市閑谷７８４番地 

         岡山県青少年教育センター閑谷学校 

   イ 説明の内容 
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      募集要項、業務仕様書等の説明及び対象施設見学 

   ウ 留意事項 

    ① 募集要項、業務仕様書等資料一式を持参してください。 

    ② 参加者多数の場合など、日時場所を変更することがあります。 

    ③ 参加できる人数は、一法人等につき３名までとします。（共同応募の場合

は、グループで３名以内とします。） 

  （３）説明会への参加手続 

     説明会への参加を希望する法人等は、説明会参加申込書（様式１）に所定事

項を記載の上、持参、ファクシミリ又はE-mailにより申し込んでください。 

     なお、ファクシミリ又はE-mailにより申し込みを行う場合は、送付した旨を

電話にて連絡し、受け取りの確認をしてください。 

   ア 申込期間 

      令和７年８月１５日（金）から令和７年８月２５日（月）まで（休日を除

く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 

   イ 申込場所 

      事務担当窓口＜14頁参照＞ 

  （４）質問事項 

     質問がある場合は、質疑表（様式９）を持参、ファクシミリ又はE-mailによ

り送付すること。電話や来訪など口頭による質問は受け付けません。 

     なお、ファクシミリ又はE-mailにより申し込みを行う場合は、送付した旨を

電話にて連絡し、受け取りの確認をしてください。 

   ア 受付期間  

      令和７年８月１５日（金）から令和７年９月３０日（火）まで（休日を除

く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 

   イ 受付場所 

       事務担当窓口＜14頁参照＞ 

   ウ 回答方法  

      受け付けた質問に対する回答（様式１０）は、問い合わせた者に送付する

とともに、令和７年１０月１４日（火）まで、随時岡山県教育庁生涯学習課

ホームページにおいて公表します。    

 （５）現地・施設見学  

        現地説明会以外の日で、センターを視察・見学する場合は、事前に（見学希

望日の１週間前までに）センターへ電話により連絡のうえ、日程・時間調整し、

開館時間内に行ってください。 

   ア 連絡先  

      備前市閑谷７８４ 

      岡山県青少年教育センター閑谷学校総務課 

      電話番号   ０８６９－６７－１４２７ 

      ＦＡＸ番号 ０８６９－６７－１６４５ 



- 7 -

 （６）指定申請書の受付 

     指定申請を行おうとする法人等は、申請に当たって、次に掲げる書類を提出

してください。 

        なお、審査の過程で追加資料の提出を求めることがあるのでご了解ください。    

ア 提出書類 

     ① 指定管理者指定申請書（様式２） 

        ② 事業計画書（様式３） 

     ③ 法人等の概要（様式４） 

     ④ 申請書提出日の属する年度における法人等の事業計画書及び収支予算書 

        ⑤ 申請書提出日の属する年度を除く過去３か年度の法人等の事業報告書、

収支決算書及び財産目録（以下「事業報告書等」という。）ただし、申

請書提出日の前事業年度における事業報告書等が作成されていない法人

等にあっては、前々年度を含めた過去３か年度の事業報告書等。申請書

提出日の属する年度に設立された法人等にあってはその設立時における

財産目録。 

        ⑥ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

     ⑦ 法人にあっては、法人の登記事項証明書 

     ⑧ 役員名簿（様式５） 

     ⑨ 指定管理者の指定申請に係る申立書（様式６） 

     ⑩ 誓約書（岡山県暴力団排除条例関連）（様式７） 

     ⑪ 岡山県税の完納証明書（ただし、岡山県に納税義務がない者にあっては

本年又は主たる事務所の所在地の都道府県知事が発行した完納証明書） 

     ⑫ 税務署が発行した消費税及び地方消費税の完納証明書 

     ⑬ グループ構成員表（様式１１）（グループを構成して応募する場合） 

     ⑭ グループ協定書（写）（グループを構成して応募する場合） 

     ※ 複数の法人等で構成するグループで申請する場合は、上記③～⑫は全構

成員について必要です。 

   イ 提出部数 

      正本１部、副本１０部 

   ウ 受付期間 

  令和７年８月１５日（金）から令和７年１０月１４日（火）まで（休日を

除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

   エ 提出場所 

      事務担当窓口＜14頁参照＞ 

   オ 提出方法 

      持参又は書留郵便（郵送による場合は、令和７年１０月１４日（火）必着）    
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８  指定管理者の審査基準及び配点 

選定基準 審査項目 採点項目 ｳｴｲﾄ 配点 

利用者の平等な

利用を確保する

ことができるも

のであること。 

①管理運営の基

 本方針 

【公の施設としての設置目的への理解】 

・施設の設置目的を理解し、施設を活かす提

案内容であるか。 

 

１ 

 

 

５ 

 

【県の管理運営方針との整合性】 

・県の管理運営方針と応募者が提案した管理

運営方針は一致しているか。 

・今後の管理運営ビジョンが明示されている

か。 

・使用許可の考え方は、利用者の平等な利用

が確保されるものであるか。 

・県や各種団体・地域との調整や連携がスム

ーズに行えるか。 

１ ５ 

小    計  １０ 

施設の機能を最

大限に発揮させ

るとともに、安全

かつ効率的な管

理運営が図られ

るものであるこ

と。 

②サービスの向

 上につながる

 質の高い管理

 運営に向けた

 取組 

【サービスの向上を図るための具体的な方

策と期待される効果】 

・学校や一般の利用者等のニーズを的確に把

握し、質の高い管理運営を実現させる研修

プログラム等となっているか。 

・施設の利用環境改善に向け、具体的な方策

等を有しているか。 

２ １０ 

【利用促進に向けた方策】 

・施設の利用促進に向け、学校だけでなく一

般利用も含め、具体的な方策等を有してい

るか。 

     

１ 

 

     

５ 

 

【専門職など職員の配置計画】 

・質の高い管理運営を行うことができる 専

門的な知識・技術等を持った職員を配置す

る内容となっているか。 

 

１ 

 

 

５ 

 

小    計  ２０ 
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③危機管理に関

 する取組 

【事故防止の取組や事故発生時の対応】 

・安全に最大限配慮した事故の未然防止の取

組がされているか。 

・事故発生時の対応方策が確保されている 

か。 
３ １５ 

・施設、設備の安全点検計画が策定されてい

るか。 

・職員間の緊急連絡網が整備されているか。 

・緊急事態等に対して即時に適切な対応が 

 できる体制が確保されているか。 

【災害等緊急時の対応】 

・災害及び緊急時における対応の方策が確保

されているか。 

・災害及び緊急時に対応するための教育及び

訓練の方策が充実しているか。 

１ ５ 

【情報管理対策】 

・個人情報保護対策は万全か。 

・情報漏洩防止措置など情報管理体制は万全

か。 

１ ５ 

【職員研修】 

・児童生徒が多く利用する施設であることを

踏まえ、必要な職員研修の実施体制が確保

されているか（児童生徒性暴力等防止、発

達障害や障害者理解、外国籍の児童生徒支

援など） 

１ ５ 

【利用者からの苦情等】 

・利用者等からのクレーム対応は適切か。 

・苦情処理に関する職員への指導、研修が予

定されているか。 

・県への報告が想定されているか。 

１ ５ 

小    計  ３５ 

④効率的な管理

 運営に関する

 取組 

【指定管理料要望額】 

・指定管理料上限額に対し、申請者の指定管

理料収入額はどの程度か。 

   

１ 

 

  

５ 
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 【収支計画の妥当性、実現の可能性】 

・収支計画の積算が妥当か。また、管理運営

計画との整合性は図られているか。 

   

１ 

 

  

５ 

 

【効率的な維持管理計画】 

・適正かつ確実に維持管理を行う内容となっ

ているか。 

・効率的に管理運営し、経費の節減等に取り

組む内容であるか。 

 

 

１ 

 

 

 

 

５ 

 

 

小    計  １５ 

事業計画に沿っ

た管理を安定し

て行うことがで

きるものである

こと。 

⑤申請者の管理

 運営体制及び

 法令等の遵守

 状況 

 

【組織体制】 

・安全に最大限配慮し、青少年教育施設の機

能を十分に発揮した管理運営を行うことが

できる職員構成や職員配置であるか。 

・青少年教育施設の管理運営業務に関す る

知識と経験を有した職員配置計画か。 

・管理運営責任者について、必要な知識や資

質が十分な者が確保されるか。 

・従業員の雇用・労働条件について適切に配

慮し安定した人材確保、人材育成ができる

体制となっているか。 

・適切な引継計画となっているか。 

【労働法令その他の関係法令等の遵守の状況】 

・労働法、消防法などの規定を遵守する内 

容となっているか。 

３ １５ 

【類似施設の管理運営実績】 

・類似施設の管理運営実績があるのか。 
１ ５ 

小    計  ２０ 

⑥申請者の経理 

 的基礎 

 

【申請者の経営状況、財務体質、事業実績】 

・経営基盤が安定しており、計画に沿った管

理を行う能力を有しているか。 

・委託期間中に経営が破綻する恐れはない 

か。 

１ ５ 

小    計  ５ 

合       計  105 
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※ 各委員は、審査内容ごとに次により「１」～「５」までの５段階評価を行います。 

この評価数値にウエイト欄に記載した数値を乗じて得た点を当該項目の評価点としま

す。 

ただし、「④効率的な管理運営に関する取組」の「指定管理料要望額」について

は、要望額に基づき１点から５点の範囲で１点刻みに評価を行います。 

 

評 価 評  価  内  容 評 価 点 

「５」 該当の項目について十分な理解・認識があり、提案内容が特に優れている ５×ｳｴｲﾄ 

「４」 該当の項目について十分な理解・認識があり、提案内容が優れている ４×ｳｴｲﾄ 

「３」 該当の項目について十分な理解・認識があり、提案内容が普通 ３×ｳｴｲﾄ 

「２」 該当の項目について理解・認識があまり認められず、提案内容がやや劣っている ２×ｳｴｲﾄ 

「１」 該当の項目について理解・認識があまり認められず、提案内容が劣っている １×ｳｴｲﾄ 

 

９  指定管理者の選定スケジュール 

 （１）選定委員会の設置 

     指定管理者の候補を選定するため、有識者及び県職員の６名程度で構成する

「岡山県教育委員会指定管理者候補選定委員会」（以下「選定委員会」という。）

を設置します。 

 （２）資格審査 

     申請書類の提出時に、岡山県教育庁生涯学習課において、応募資格の適否に

ついて確認を行います。資格がないと認めた申請者に対しては、その旨及び選

定委員会で審査を行わないことを通知します。 

 （３）申請者によるプレゼンテーション 

     申請者による公開プレゼンテーションを選定委員会の場で実施します。 

     公開プレゼンテーションの日時等については、別途申請者に通知します。 

 （４）選定委員会による審査  

      上記「８指定管理者の審査基準及び配点」により、各申請者の事業計画につ

いて、審査を行い、各選定委員が付けた得点の合計点が最高の申請者を指定管

理者候補とします。ただし、審査項目の「①管理運営の基本方針」に係る項目

について、各選定委員の付けた得点の合計点が満点の６割未満であった場合に

は、選定委員会において再度審査を行い、当該申請者が施設の設置目的を達成

できないと判断した場合は失格とします。 

 （５）選定結果の通知等 

      選定結果については、各申請者に文書で通知するとともに、採点結果等を県

ホームページに掲載します。 

 （６）指定管理者の指定 
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     上記手続きにより決定した指定管理者候補は、決定直後の県議会の議決を経

て、指定管理者に指定されます。 

 

１ ０  協定書の締結 

    指定管理者の指定及び予算が成立の後において、管理運営の開始までの間に、

県は指定管理者と協議の上、施設の管理運営に係る具体的な項目について、協定

を締結します。 

協定は、指定期間全体に関する包括的な協定（以下「包括協定」という。）と

各年度ごとに締結する協定（以下「年度協定」という。）を締結します。 

 

１ １  管理運営継続が困難となった場合の措置 

 （１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由によりセンターの管理運営業務を継続す

ることが困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、県は、指定管理者

に対して必要な指示を行い、又は改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出

及び実施を求めることができるものとします。 

   イ 指定管理者が管理運営業務の改善等に関する指示に従わないときや指定管理

者の責めに帰すべき事由によりセンターの管理運営業務を継続することが困

難となったときなどには、県は指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定め

て管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとしま

す。 

   ウ 県が、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理運営業務の全部

若しくは一部の停止を命じた場合、県は、指定管理料の全部若しくは一部を支

払いを行わず、既に支払った指定管理料の全部又は一部を返還させるととも

に、県に生じた損害の賠償を指定管理者に請求することができるものとしま

す。 

   エ 指定の取消し等により、次期指定管理者へ管理運営業務を引き継ぐ場合は、

円滑かつ支障なく本施設の管理運営業務を遂行できるよう必要な対応を行う

ものとします。 

 （２）当事者の責めに帰することができない事由による場合  

        不可抗力等、県、指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、

業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとし、

一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通知すること

により協定を解除できるものとします。  

 （３）指定管理者の指定取消後の対応  

     指定管理者の指定取消後は、指定管理者候補として、選定委員会による審査

の結果、次点となった者と、施設の管理運営に関する協議を行うことがありま

す。 
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１ ２  リスク分担に関する事項 

  県と指定管理者の間におけるリスク分担の方針は、次表のとおりです。 

  なお、次表に定める事項で疑義がある場合又は次表に定めのないものについては、

県 と指定管理者が協議の上決定することとします。 

種類 内  容 県 指定管理者 

施設・設備 

の損傷 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、騒乱暴動 

その他の県又は指定管理者のいずれの責めにも帰することが 

できない自然的又は人為的な現象）によるもの 

○ 

 

 

指定管理者の故意又は過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計又は構造上の原因によるもの ○  

上記以外の経年劣化によるもの   

 

 

①大規模な修繕（１件当たりの所要額が１６０万円以上のもの） ○  

②①以外のもの  ○ 

物価変動等 人件費、物品費等の物価変動又は金利変動に伴う管理運営経費の増  ○ 

法令又は税制

の変更等 

施設管理運営に影響を及ぼす法令又は税制変更 ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更又は定例的な変更等  ○ 

第三者への賠

償 

①指定管理者の管理瑕疵に起因するもの  ○ 

②①以外の事由によるもの ○  

保険の加入 利用者等に係る保険の加入  ○ 

周辺地域及び

住民への対応 

①指定管理者の業務に関するもの  ○ 

②①以外のもの ○  

 

１ ３  その他 

 （１）提出された書類は、返却しません。 

 （２）提出された書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、県は、指定管理者

の公表等必要な場合には、申請書類の一部又は全部を無償で使用できるものとし

ます。 

 （３）申請にかかる経費は、全て申請者の負担とします。 

（４）提出された書類は、岡山県行政情報公開条例（平成８年岡山県条例第３号）及

び個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に基づき、非

公開とすべき箇所を除き開示する場合があります。 

 （５）申請書類の受理後に辞退する場合は、辞退届（様式８）を提出していただきます。 

（６）提出された書類に虚偽又は不正があった場合その他申請者及びその関係者にお

いて不法又は不正な行為があった場合には、申請を無効とします。 
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１ ４  問い合わせ先（事務担当窓口） 

  郵便番号     〒７００－８５７０ 

           岡山市北区内山下二丁目４番６号 

           岡山県教育庁生涯学習課振興班（西庁舎４階） 

  電話番号     ０８６－２２６－７５９５ 

    ＦＡＸ番号       ０８６－２２４－２０３５ 

E-mailアドレス  syogai@pref.okayama.lg.jp
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【 別 紙 １ 】 

 

岡山県青少年教育センター閑谷学校の利用状況等 

 

１ 管理運営費実績                              （単位：千円） 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

管 理 運 営 費            34,583 37,078 40,140 42,488 37,270 

指 定 管 理 料            82,054 83,655 82,439 85,410 82,054 

利 用 料 金 収 入            2,250 2,956 6,707 7,319 6,650 

事 業 収 入 等   2,758 4,116 5,913 6,144 5,900 

    ※ Ｒ３～６年度は、現指定管理者の実績額。 

    ※ Ｒ７年度は、現指定管理者の計画額。 

 

２ 利用者実績（延べ人数）                                      （単位：人） 

  小学校 中学校 高校・勤労 大 学 一般 計 

Ｒ３年度 5,585 5,821 886 25 5,349 17,666 

Ｒ４年度 4,089 6,744 2,401 400 7,005 20,639 

Ｒ５年度 2,541 9,840 2,283 561 11,872 27,097 

Ｒ６年度 2,356 10,030 2,552 1,607 11,578 28,123 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 16 -

【 別 紙 ２ 】 

 

＜包括協定書における賃金・物価スライドの規定内容＞ 

責任の分担を定める条項の規定にかかわらず、次に掲げる場合において、県又は指定

管理者の申出（申出期限：各年度の11月○日）があったときは、別紙の算定方法によっ

て算定した額により、指定管理料を変更するものとする。 

（１）100に、令和〇年度(※公募年度)から各年度までにおけるそれぞれの月例給改定率

（岡山県人事委員会が年度ごと示す職員の給与等に関する報告及び勧告の概要（これに

相当するものを含む）における月例給の改定率をいう。）に１を加えた数を乗じて算定

した数値（小数点以下第２位を四捨五入）が100以外のとき 

（２）令和△年度(※公募前年度)の消費者物価指数（総務省において作成する消費者物

価指数のうち岡山市のもの（基準品目は総合に限る。）をいう。）を100とした場合の、

各年度の前年度の１０月から各年度の９月までの１年間の平均値（小数点以下第２位を

四捨五入）が97未満のとき又は103を超えるとき 

 

（別紙） 

１ 算定の基礎金額 

（令和 年度～令和 年度）※年度ごとに異なる場合は、年度ごとに作成 

 費目 金額（円） 内訳 

人件費 

正規職員賃金  〇円×〇人＝ 

〇円×〇人＝ 

非正規職員賃

金 

 〇円×〇人＝ 

〇円×〇人＝ 

法定福利費  上記計×〇％ 

〇〇費   

合計   

物件費 

××委託費   

電気代   

〇〇費   

合計   

 

２ 増減率 

 参照指標 増減率 

人件費 

100 に、令和〇年度(※公募年度)から各年度

までにおけるそれぞれの月例給改定率(※１)

に１を加えた数を乗じて算定した数値 

左記数値－100 (％) 

※小数点以下第２位を四捨五入 

物件費 

令和●年度(※公募前年度)の消費者物価指数

(※２)を 100 とした場合の、各年度の前年度

の１０月から各年度の９月までの１年間の平

・左記数値が97未満の場合 

左記数値－100＋3 (％) 

・左記数値が103超の場合 

申
請
時
に
提
出
い
た
だ
く 

「
管
理
運
営
業
務
に
係
る
収
支
予
算

書
」
に
基
づ
き
設
定 
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均値 左記数値－100－3 (％) 

※小数点以下第２位を四捨五入 
※１ 岡山県人事委員会が年度ごと示す職員の給与等に関する報告及び勧告の概要（こ

れに相当するものを含む）における月例給の改定率 
※２ 総務省において作成する消費者物価指数のうち岡山市のもの(基準品目は総合に

限る) 

 

３ 増減額の算定方法 

 算定方法 備考 

人件

費 

以下①②のうち低い額 

①増減額算定の基礎金額合計に増減率を乗じて得た金額 

②指定管理者が令和〇年度(※公募年度)以降に実施した

ベースアップによる影響額（原則、増減額算定の基礎

金額に、想定した人員ごとのベースアップ率を乗じて

得た金額とする。） 

・増額の申し出にあ

たっては、②の額

について、算定方

法や根拠資料を

示すこと 

（※端数処理の考

え方） 

物件

費 

増減額算定の基礎金額合計に適用増減率を乗じて得た金

額 

（※端数処理の考

え方） 

 

 


